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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

３ 第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

４ 第49期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成18年３月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 

売上高 (百万円) 14,214 15,278 16,220 12,405 4,451 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 1,322 2,048 2,193 434 △1,495 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 741 1,116 1,292 183 △1,399 

純資産額 (百万円) 6,108 8,230 9,349 9,234 7,849 

総資産額 (百万円) 13,029 15,416 16,184 12,670 11,339 

１株当たり純資産額 (円) 626.75 759.22 858.91 857.72 727.22 

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) 

(円) 74.16 104.36 119.04 17.02 △130.56 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 72.69 103.56 118.73 17.01 ― 

自己資本比率 (％) 46.9 53.4 57.7 72.6 68.7 

自己資本利益率 (％) 13.0 15.6 14.7 2.0 △16.5 

株価収益率 (倍) 15.6 8.8 5.1 15.0 ― 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 672 1,476 2,061 410 △142 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △650 △1,491 △1,276 470 △1,100 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △211 508 △473 △308 419 

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 319 851 1,159 1,715 895 

従業員数 (名) 315 346 370 408 417 
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(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第45期の１株当たり配当額には東証二部上場記念配当２円00銭を含んでおります。 

３ 第46期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準委

員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号)を適用しております。 

４ 第49期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、１株当たり当期純損失であるため記載しており

ません。 

５ 第49期の株価収益率については、当期純損失であるため記載しておりません。 

  

回次 第45期 第46期 第47期 第48期 第49期 

決算年月 平成18年３月  平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 

売上高 (百万円) 14,191 15,134 16,101 12,286 4,373 

経常利益 
又は経常損失(△) 

(百万円) 1,330 1,941 2,163 448 △1,501 

当期純利益 
又は当期純損失(△) 

(百万円) 757 1,046 1,256 155 △1,367 

資本金 (百万円) 1,247 1,835 1,835 1,835 1,835 

発行済株式総数 (株) 10,020,000 11,020,000 11,020,000 11,020,000 11,020,000 

純資産額 (百万円) 6,098 8,148 9,230 9,117 7,758 

総資産額 (百万円) 13,012 15,274 16,017 12,478 11,262 

１株当たり純資産額 (円) 625.73 751.69 847.90 846.81 718.78 

１株当たり配当額 (円) 12.00 15.00 17.00 10.00 ― 

(うち１株当たり 
中間配当額) 

(円) (―) (7.00) (7.00) (7.00) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) 

(円) 75.90 97.78 115.76 14.35 △127.58 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 74.39 97.03 115.46 14.35 ― 

自己資本比率 (％) 46.9 53.3 57.5 72.7 68.4 

自己資本利益率 (％) 13.3 14.7 14.5 1.7 △16.3 

株価収益率 (倍) 15.3 9.4 5.3 17.8 ― 

配当性向 (％) 15.8 15.3 14.7 69.7 ― 

従業員数 (名) 313 329 349 386 396 
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２ 【沿革】

昭和36年 ７月 高松機械工業株式会社として資本金300万円で金沢市長田本町に設立 

昭和43年 ５月 本社工場を金沢市松村町に新設移転 

昭和48年 11月 東京出張所(現関東支店)を新設 

昭和51年 ６月 大阪出張所(現大阪支店)を新設 

昭和57年 ４月 名古屋駐在所(現名古屋支店)を新設 

昭和57年 ４月 埼玉営業所(現関東支店)を新設 

昭和60年 11月 松任市(現白山市)旭丘１丁目８番地旭丘工業団地(現在地)に本社工場を新設移転 

昭和61年 ４月 北陸営業所を新設 

平成２年 ４月 刈谷営業所・厚木営業所を新設 

平成３年 ９月 松任市(現白山市)旭丘２丁目18番地に第２工場を新設、産機部移転 

平成５年 ６月 松任市(現白山市)八束穂３丁目３にテクニカルセンター用地(現開発センター)を取得 

平成８年 ２月 TAKAMATSU MACHINERY U.S.A., INC.(現連結子会社)を設立 

平成８年 10月 ドイツ、タイ、インドネシアに駐在員事務所を設立 

平成９年 ４月 信越営業所を新設 

平成９年 11月 ISO9001認証取得 

平成12年 12月 ISO14001認証取得 

平成13年 ２月 日本証券業協会店頭登録市場(JASDAQ市場)に上場 

平成13年 ３月 松任市(現白山市)旭丘２丁目18番地に第３工場を新設し、自動車部品加工開始 

平成15年 ８月 TAKAMATSU MACHINERY (THAILAND) CO., LTD.(現連結子会社)を設立 

平成15年 ９月 独エマグ社と合弁会社、株式会社タカマツエマグ(現持分法適用関連会社)を設立 

平成15年 11月 松任市(現白山市)八束穂３丁目３に開発センターを新設 

平成16年 12月 友嘉実業股份有限公司と、当社製の工作機械の製造を行う合弁会社、杭州友嘉高松機械有限公

司(現持分法適用関連会社)を中国・浙江省に設立 

平成16年 12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年 ４月  東京証券取引所市場第二部へ上場 

平成18年 ５月 ジャスダック証券取引所への株式上場を廃止 

平成19年 ７月  中国に駐在員事務所を設立 

平成20年 ８月 友嘉実業股份有限公司と合弁会社、株式会社エフ・ティ・ジャパン(現持分法非適用関連会社)

を設立 

平成20年 10月 株式会社コバヤシエムエフジーより同社の金属板金加工事業を譲受けし、白山市横江町にて同

事業開始 

平成21年 ３月 TAKAMAZ MACHINERY EUROPE GmbH(現連結子会社)を設立 

  

─ 4 ─



当社の企業集団は、当社、子会社３社及び関連会社３社で構成されており、主な事業として、工作機械

及び同周辺装置の製造、販売、保守サービス、IT関連製造装置の製造及び自動車部品加工等を営んでおり

ます。 

なお、当連結会計年度から事業区分を変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状

況」の「１ 連結財務諸表等」の「(1) 連結財務諸表」の「注記事項(セグメント情報)」の「事業の種

類別セグメント情報」における「当連結会計年度の(注)６」に記載のとおりであります。 

事業内容と当社及び関係会社の当該事業に係る位置付け並びに事業の種類別セグメントとの関連は、次

のとおりであります。 

  

 
  

事業の系統図は、次のとおりであります。 

 

  

３ 【事業の内容】

事業の種類別セグメント 主要な事業内容 会社名

工作機械事業 CNC旋盤、非CNC旋盤の製造販売 

及び保守サービス 

部品、コレットチャック等の製造販売 

当社 

TAKAMATSU MACHINERY U.S.A., INC. 

TAKAMATSU MACHINERY (THAILAND) CO., LTD. 

TAKAMAZ MACHINERY EUROPE GmbH 

㈱タカマツエマグ 

杭州友嘉高松機械有限公司 

㈱エフ・ティ・ジャパン 

(会社総数７社) 

IT関連製造装置事業 

 

IT関連製造装置の製造 当社 

(会社総数１社) 

自動車部品加工事業 自動車部品加工 当社 

(会社総数１社) 
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(注) 主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成22年３月31日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成22年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

  ２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

 労使関係について特記すべき事項はありません。 

  

４ 【関係会社の状況】

名称 住所 資本金又は
出資金 

 

 

主要な事業

の内容 

議決権の所有 
(被所有)割合 

関係内容 
所有割合 
(％) 

被所有割合
(％) 

(連結子会社)   

―  TAKAMATSU MACHINERY 
U.S.A., INC. 

アメリカ 
合衆国 

200 
千USドル 

工作機械 
事業 

100.0 

 北米地域におけるサービ
ス・メンテナンス及び営業を
行っております。 
 また、役員の兼任(３名)が
あります。 

 TAKAMATSU MACHINERY 
(THAILAND) CO., LTD. 

タイ 
10,000 

千バ―ツ 
工作機械 
事業 

99.3 ― 

 アジア地域における製品販
売及びサービス・メンテナン
スを行っております。 
 また、役員の兼任(３名)が
あります。 

 TAKAMAZ MACHINERY 
EUROPE GmbH 

ドイツ 
160 

千ユーロ 
工作機械 
事業 

100.0 ― 

 ヨーロッパ地域における製
品販売及びサービス・メンテ
ナンスを行っております。 
 また、役員の兼任(１名)が
あります。 

(持分法適用関連会社)   

― 
 ㈱タカマツエマグ 

石川県 

白山市 

45 

百万円 

工作機械 

事業 
50.0 

 工作機械の輸入・販売及び
サービス・メンテナンスを行
っております。 
 また、役員の兼任(３名)が
あります。 

 杭州友嘉高松機械 

有限公司 
中国 

2,370 

千USドル 

工作機械 

事業 
40.0 ― 

 工作機械の製造・販売及び
サービス・メンテナンスを行
っております。 
 また、役員の兼任(２名)が
あります。 

５ 【従業員の状況】

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名) 

工作機械事業 386 

IT関連製造装置事業 17 

自動車部品加工事業 14 

合計 417 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

396 34.7 11.3 3,852,827 

─ 6 ─















































































【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

 
  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 子会社は、すべて連結しておりま

す。 

  連結子会社の数   ２社 

連 結 子 会 社 は、TAKAMATSU 

MACHINERY  U.S.A.,  INC.  及 び

TAKAMATSU  MACHINERY  (THAILAND) 

CO., LTD. であります。 

(1) 子会社は、すべて連結しておりま

す。 

  連結子会社の数   ３社 

連 結 子 会 社 は、TAKAMATSU 

MACHINERY  U.S.A.,  INC.  、

TAKAMATSU  MACHINERY  (THAILAND) 

CO.,  LTD.  及 び  TAKAMAZ 

MACHINERY EUROPE GmbH でありま

す。 

な お 当 連 結 会 計 年 度 よ り、

TAKAMAZ MACHINERY EUROPE GmbHを

新たに設立したため、連結の範囲

に含めております。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

２社 

持分法を適用した関連会社は、

㈱タカマツエマグ及び杭州友嘉高

松機械有限公司であります。 

(1) 持分法を適用した関連会社数 

２社 

持分法を適用した関連会社は、

㈱タカマツエマグ及び杭州友嘉高

松機械有限公司であります。 

 (2) 持分法の適用の手続について特に

記載すべき事項 

持分法を適用した関連会社２社

の決算日は連結決算日と異なって

おりますが、当該会社の事業年度

に係る財務諸表を使用しておりま

す。 

(2) 持分法の適用の手続について特に

記載すべき事項 

同左 

 (3) 持分法を適用しない関連会社数 

１社 

持分法を適用しない関連会社

は、㈱エフ・ティ・ジャパン(平成

20年８月設立)であります。 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、当期純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体としても

重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

(3) 持分法を適用しない関連会社数 

１社 

持分法を適用しない関連会社

は、㈱エフ・ティ・ジャパンであ

ります。 

持分法を適用しない理由 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

事業年度が連結決算日と異なる場合の

内容等 

TAKAMATSU   MACHINERY  U.S.A., 

INC.  、TAKAMATSU  MACHINERY 

(THAILAND) CO., LTD. の決算日は12

月31日であります。連結財務諸表を

作成するに当たっては同日現在の財

務諸表を使用し、連結決算日との間

に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

事業年度が連結決算日と異なる場合の

内容等 

TAKAMATSU  MACHINERY  U.S.A., 

INC.  、TAKAMATSU  MACHINERY 

(THAILAND) CO., LTD. 及びTAKAMAZ 

MACHINERY EUROPE GmbH の決算日は

12月31日であります。連結財務諸表

を作成するに当たっては同日現在の

財務諸表を使用し、連結決算日との

間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っておりま

す。 
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 ②たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっており

ます。 

(イ)製品・仕掛品 

個別法による原価法 

(ロ)原材料 

総平均法による原価法 

(ハ)貯蔵品 

最終仕入原価法 

(会計方針の変更) 

棚卸資産の評価に関する会計基準の適

用 

「棚卸資産の評価に関する会計基

準」(企業会計基準第９号 平成18年７

月５日)を当連結会計年度から適用し、

評価基準については、原価法から原価

法(収益性の低下による簿価切下げの方

法)に変更しております。この結果、従

来の方法によった場合に比べて、営業

利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益がそれぞれ24百万円減少してお

ります。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

 

②たな卸資産 

評価基準は原価法(収益性の低下に

よる簿価切下げの方法)によっており

ます。 

(イ)製品・仕掛品 

同左 

(ロ)原材料 

同左 

(ハ)貯蔵品 

同左 

―――――
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

 

  

 (3) 重要な引当金の計上基

準 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

①有形固定資産 

 定率法によっております。但し、

平成10年４月１日以降に取得した建

物(建物附属設備は除く)について

は、定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。 

建物及び構築物   ７～50年 

機械装置及び運搬具 ２～９年 

その他       ２～20年 

また、平成19年３月31日以前に取

得したものについては、償却可能限

度額まで償却が終了した翌年から５

年間で均等償却する方法によってお

ります。 

(追加情報) 

有形固定資産の耐用年数の変更 

当社は、平成20年度の法人税法の改

正を契機とし、資産の利用状況を見直

した結果、機械装置及び運搬具の一部

につき、当連結会計年度より耐用年数

の変更を行っております。 

この結果、従来の方法によった場合

に比べて、営業利益、経常利益及び税

金等調整前当期純利益は、それぞれ21

百万円減少しております。 

なお、セグメント情報に与える影響

は、当該箇所に記載しております。 

②リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リー

ス取引のうち、リース取引開始日

が、平成20年３月31日以前のリース

取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

 

 

①有形固定資産 

②リース資産 

 

①貸倒引当金 

同左

―――――

同左

同左

 ②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるた

め、過去の支給実績を勘案し、当連

結会計年度の負担すべき支給見込額

を計上しております。 

②賞与引当金 

同左
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項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

 ③役員賞与引当金 

役員賞与の支給に備えるため、当

連結会計年度末における支給見込額

のうち当連結会計年度負担額を計上

しております。 

③     ――――― 

 ④製品保証引当金 

製品販売後の無償で補修すべき費

用に備えるため、過去の経験に基づ

く所要額を計上しております。 

⑤退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産に基づき、当連結

会計年度末において発生していると

認められる額を計上しております。 

過去勤務債務については、発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(３年)による定額法によ

り費用処理しております。 

なお、数理計算上の差異について

は、各連結会計年度の発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数(５年)による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理

しております。 

 

④製品保証引当金 

⑤退職給付引当金 

同左

同左

 (追加情報) 

当社は、平成20年４月１日付で能

力・成果主義に基づく退職金制度を導

入し、退職金規程を改定しておりま

す。また、平成20年５月１日付で退職

年金制度を改定し、税制適格年金制度

から確定給付企業年金法による規約型

確定給付企業年金制度へ移行しており

ます。 

これらの改定により、退職給付会計

における退職給付債務が24百万円増加

し、同額の過去勤務債務が発生してお

ります。 

なお、これによる当連結会計年度に

おける損益への影響は軽微でありま

す。 

(会計方針の変更) 

当連結会計年度より、「「退職給付

に係る会計基準」の一部改正(その

３)」(企業会計基準第19号 平成20年７

月31日)を適用しております。 

なお、これによる当連結会計年度に

おける損益への影響はありません。 

⑥役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備える

ため、役員退職慰労金内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を計上し

ております。 

⑥役員退職慰労引当金 

同左

 (4) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左
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【表示方法の変更】 

 
  

項目 
前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては、全面時価評価法を採用して

おります。 

同左 

６ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項 

のれんは、定額法(５年)により償却

しております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の

高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資からなっており

ます。 

同左 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

(連結貸借対照表) 

１ 前連結会計年度において、「たな卸資産」として掲

記されたものは、当連結会計年度から「商品及び製

品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」に区分掲記して

おります。 

  なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる

「商品及び製品」「仕掛品」「原材料及び貯蔵品」

は、それぞれ262百万円、864百万円、654百万円であ

ります。 

(連結貸借対照表) 

１         ―――――― 

２         ―――――― ２ 前連結会計年度まで区分掲記しておりました「従業

員に対する長期貸付金」(当連結会計年度末残高１百

万円)は、連結貸借対照表の明瞭性を高める観点か

ら、当連結会計年度より投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しております。 

３         ―――――― ３ 前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」

に含めて表示しておりました「繰延税金資産」(前連

結会計年度末残高70百万円)は、総資産額の100分の１

を超えることとなったため、当連結会計年度において

区分掲記しております。 
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【注記事項】 

(連結貸借対照表関係) 

 
  

(連結損益計算書関係) 

 
  

前連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、以

下のとおりであります。 

 
投資有価証券(株式) 156百万円 

 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、以

下のとおりであります。 

 
投資有価証券(株式) 133百万円 

２ 債務保証 ２        ―――――― 

 
㈱タカマツエマグ 125百万円 

 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

 
  

売上原価 53百万円

※１ 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額は、次のとおりであります。 

 
売上原価 80百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

 
  

運賃及び荷造費 226百万円 

旅費及び交通費 157百万円 

役員報酬 143百万円 

給与及び手当 648百万円 

賞与引当金繰入額 27百万円 

退職給付費用 73百万円 

役員賞与引当金繰入額 20百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 38百万円 

減価償却費 27百万円 

研究開発費 121百万円 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は、次のとおりであります。 

 
  

旅費及び交通費 124百万円 

役員報酬 123百万円 

給与及び手当 619百万円 

賞与引当金繰入額 32百万円 

退職給付費用 81百万円 

役員退職慰労引当金繰入額 15百万円 

減価償却費 22百万円 

研究開発費 95百万円 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、121百万円
であります。 

  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、95百万円で
あります。 

  

※４ 事業譲渡益 

   提出会社における生・損保代理店事業の事業譲渡
に伴うものであります。 

 ４        ――――― 

※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

 
  

  機械装置及び運搬具 ０百万円 

  工具、器具及び備品 ０百万円 

計 ０百万円 

 ５        ――――― 

 
  

 

 

※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

 

  建物及び構築物 ０百万円 

  機械装置及び運搬具 １百万円 

  工具、器具及び備品 ０百万円 

計 １百万円 

 

※６ 固定資産除却損の内容は、次のとおりでありま
す。 

 

  機械装置及び運搬具 ０百万円 

  工具、器具及び備品 ０百万円 

計 １百万円 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

 ７        ――――― ※７ 減損損失 

 当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産について減損損失を計上しております。 

 
 当社グループは主に資産を事業別に区分し、グル
ーピングを行っております。IT関連製造装置事業に
おきましては、収益性の低下により資産の簿価を全
額回収できないこととなったため、減損損失207百
万円を認識いたしました。 

 なお、回収可能価額の算定については、正味売却
可能価額により算定しており、固定資産税評価額を
合理的に調整した価額に基づき評価しております。 

場所 用途 種類 
減損損失 

(百万円) 

石川県 

白山市 
事業用資産 

建物及び 

構築物 
56 

機械装置 
及び運搬具 

２ 

工具、器具 
及び備品 

４ 

土地 143 

無形固定資産 
(電話加入権) 

０ 

合計 207 
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(連結株主資本等変動計算書関係) 

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。 

取締役会決議による自己株式の取得      158,600株 

単元未満株式の取得               154株 

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。 

ストック・オプションの権利行使による減少  13,200株 

  

３ 新株予約権等に関する事項 

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 11,020,000 ― ― 11,020,000 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 156,424 158,754 13,200 301,978 

区分 
当連結会計年度末残高 

(百万円) 

提出会社 41 

合計 41 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成20年６月26日 
定時株主総会 

普通株式 108 10 平成20年３月31日 平成20年６月27日 

平成20年11月７日 
取締役会 

普通株式 75 ７ 平成20年９月30日 平成20年12月５日 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 利益剰余金 32 ３ 平成21年３月31日 平成21年６月25日
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当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 

４ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

該当事項はありません。 

  

(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 11,020,000 ― ― 11,020,000 

 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

 普通株式(株) 301,978 ― ― 301,978 

区分 
当連結会計年度末残高 

(百万円) 

提出会社 54 

合計 54 

 

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年６月24日 
定時株主総会 

普通株式 32 ３ 平成21年３月31日 平成21年６月25日 

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

(平成21年３月31日現在)

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記
されている科目の金額との関係 

(平成22年３月31日現在)

(百万円)

   

現金及び預金勘定 2,853 

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,138 

現金及び現金同等物 1,715 

(百万円)

  

現金及び預金勘定 2,983 

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,088 

現金及び現金同等物 895 
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(リース取引関係) 

 
  

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、

リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。  

  (借主側) 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 
  
 
  
(借主側) 

同左

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
 (注)取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

  

 
取得価額 
相当額  

(百万円) 

減価償却 
累計額  
相当額 

(百万円) 

期末残高 
相当額 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

８ ４ ４

工具、器具
及び備品 

212 103 109

合計 220 107 113

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
 (注)         同左 

取得価額
相当額 

(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 

(百万円) 

期末残高
相当額 

(百万円) 

機械装置 
及び運搬具 

８ ５ ２

工具、器具
及び備品 

205 137 67

合計 213 143 70

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
 (注)未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

  

１年内 43百万円 

１年超 70百万円 

合計 113百万円 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 
 (注)         同左 

１年内 41百万円 

１年超 29百万円 

合計 70百万円 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

支払リース料 43百万円 

減価償却費相当額 43百万円 

(3) 支払リース料及び減価償却費相当額 

 
  

支払リース料 43百万円 

減価償却費相当額 43百万円 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 

  定額法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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(金融商品関係) 

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

  

(追加情報) 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用

しております。 

  

１ 金融商品の状況に関する事項 

(1) 金融商品に対する取組方針 

当社グループは、資金調達に関しては、低コストかつ中長期に亘り安定的な資金の確保を重視して

取り組んでおります。一時的な余資は安全性の高い短期的な預金等で運用し、また短期的な運転資金

を銀行借入により調達しております。 

  

(2) 金融商品の内容及びそのリスク 

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。投資有価証券は、

主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動に晒されております。営業債務である

支払手形及び買掛金は、そのほとんどが５ヶ月以内の支払期日であり、借入金は短期借入金でありま

す。 

  

(3) 金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理 

当社は、与信管理規程により顧客に対する信用リスクの低減をはかるとともに、債権管理規程に

基づき、各担当部門が主要取引先の状況をモニタリングし、取引先別の売掛金回収状況を管理する

ことで、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減をはかっております。また、連結子

会社も当社の規程に準じて管理を行っております。 

②市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理 

借入金は短期借入金であり市場金利により調達していますが、市場リスクは僅少であると認識し

ております。投資有価証券については、定期的に時価や取引先企業の財務状況等を把握し、また、

取引先企業との関係を勘案し保有状況を継続的に見直ししております。 

③資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理 

当社は、各部門からの報告等に基づき、担当部門が適時に資金繰計画を作成・更新するととも

に、手元流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。 

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された

価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条

件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 
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２ 金融商品の時価等に関する事項 

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで

あります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)２を

参照ください)。 

   (単位：百万円) 

 
(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

資 産 

(１)現金及び預金、並びに(２)受取手形及び売掛金 

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

(３)投資有価証券 

   これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証

券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」を参照ください。 

  

負 債 

(１)支払手形及び買掛金、(２)短期借入金、並びに(３)未払法人税等 

   これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。 

  

デリバティブ取引 

 該当事項はありません。 

  

２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 
(単位：百万円) 

 
これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

「(３)投資有価証券 その他の有価証券」には含めておりません。 

  

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(１) 現金及び預金 2,983 2,983 ― 

(２) 受取手形及び売掛金 1,709 1,709 ― 

(３) 投資有価証券 

     その他有価証券 274 274 ― 

資産計 4,968 4,968 ― 

(１) 支払手形及び買掛金 1,581 1,581 ― 

(２) 短期借入金 930 930 ― 

(３) 未払法人税等 ６ ６ ― 

負債計 2,518 2,518 ― 

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 38

─ 56 ─



３ 金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
(単位：百万円) 

 
  

(有価証券関係) 

前連結会計年度（平成21年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

 
  

 ２ 時価評価されていない有価証券 

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。 

  

 
１年以内 

１年超 

５年以内 

５年超 

10年以内 
10年超 

現金及び預金 2,983 ― ― ― 

受取手形及び売掛金 1,709 ― ― ― 

合計 4,693 ― ― ― 

区分 
取得原価 

(百万円) 

連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

 

 株式 101 159 58 

 小計 101 159 58 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

 

 株式 75 64 △10 

 小計 75 64 △10 

 合計 176 224 48 

区分 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 37 

合計 37 
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当連結会計年度（平成22年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの  

 
(注) 非上場株式(連結貸借対照表計上額 38百万円)については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難

と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前連結会計年度(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

当連結会計年度(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

  

区分 

連結決算日における 

連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの 

 

 株式 216 111 105 

 小計 216 111 105 

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの 

 

 株式 58 68 △10 

 小計 58 68 △10 

 合計 274 180 94 
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(退職給付関係) 

 
  

前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付  平成20年５月１日から確定給付企業

年金法による規約型確定給付企業年金

制度を採用しております。 

退職一時金 退職金規程に基づく退職一時金制度

を採用しております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している

複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。 

①制度全体の積立状況に関する事項(平成20年３月

31日現在) 

 
②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

(自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日) 

1.10％ 

③補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高34,179百万円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利

均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務

諸表上、特別掛金35百万円を費用処理しておりま

す。 

なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担

割合とは一致しません。 

年金資産の額 116,372百万円

年金財政計算上の給付債務の額 147,188百万円

差引額 △30,815百万円

 

１ 採用している退職給付制度の概要 

確定給付  確定給付企業年金法による規約型確

定給付企業年金制度を採用しておりま

す。 

退職一時金 退職金規程に基づく退職一時金制度

を採用しております。 

なお、要拠出額を退職給付費用として処理している

複数事業主制度に関する事項は次のとおりでありま

す。 

①制度全体の積立状況に関する事項(平成21年３月

31日現在) 

 
②制度全体に占める当社グループの掛金拠出割合

(自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日) 

1.22％ 

③補足説明 

上記①の差引額の主な要因は、年金財政計算上の

過去勤務債務残高32,845百万円であります。本制度

における過去勤務債務の償却方法は期間20年の元利

均等償却であり、当社グループは、当期の連結財務

諸表上、特別掛金32百万円を費用処理しておりま

す。 

なお、上記②の割合は当社グループの実際の負担

割合とは一致しません。 

年金資産の額 93,997百万円

年金財政計算上の給付債務の額 148,468百万円

差引額 △54,471百万円

２ 退職給付債務に関する事項 

 

①退職給付債務 1,176百万円 

②未認識過去勤務債務 18百万円 

③未認識数理計算上の差異 128百万円 

④年金資産 565百万円 

⑤退職給付引当金 463百万円 

２ 退職給付債務に関する事項 

 
  

①退職給付債務 1,243百万円 

②未認識過去勤務債務 ９百万円 

③未認識数理計算上の差異 52百万円 

④年金資産 694百万円 

⑤退職給付引当金 486百万円 

３ 退職給付費用に関する事項 

 

①勤務費用 73百万円 

②利息費用 22百万円 

③期待運用収益 △12百万円 

④過去勤務債務の費用処理額 ６百万円 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 11百万円 

⑥厚生年金基金掛金拠出金 76百万円 

⑦退職給付費用 178百万円 

 

３ 退職給付費用に関する事項 

 
  

①勤務費用 76百万円 

②利息費用 23百万円 

③期待運用収益 △11百万円 

④過去勤務債務の費用処理額 ８百万円 

⑤数理計算上の差異の費用処理額 32百万円 

⑥厚生年金基金掛金拠出金 67百万円 

⑦退職給付費用 196百万円 
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前連結会計年度 

(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①割引率：各制度ごとに退職給付の見込支給日までの

平均期間に基づいて設定しております。 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による按分額を費用処理する方法。た
だし、翌連結会計年度より費用処理することと
しております) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法により費用処理しており
ます) 

 2.0％ 

②期待運用収益率  
 2.0％ 

③退職給付見込額の期間配分方法  
勤務期間定額基準 

④その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

数理計算上の差異の処理年数 ５年 

過去勤務債務の額の処理年数 ３年 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

①割引率：各制度ごとに退職給付の見込支給日までの

平均期間に基づいて設定しております。 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による按分額を費用処理する方法。た
だし、翌連結会計年度より費用処理することと
しております) 

 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法により費用処理しており
ます) 

2.0％ 

②期待運用収益率  
2.0％ 

③退職給付見込額の期間配分方法  
勤務期間定額基準 

④その他の退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

数理計算上の差異の処理年数 ５年 

過去勤務債務の額の処理年数 ３年 
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平成21年６月24日
高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御中 

 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、高松機械工業株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、高松機械工業株

式会社の平成21年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、高松機械工業株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員  公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員  

公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成22年６月25日
高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 
取 締 役 会 御中 

 

  
 

  

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連

結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・

フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当

監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、高松機械工業株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、高松機械工業株

式会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及

び運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部

統制報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記

載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として

行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含

め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、高松機械工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員  公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員  

公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

 ２ 連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月24日

高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第48期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、高松機械工業株式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員  公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員  

公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成22年６月25日

高 松 機 械 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会 御中 
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている高松機械工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第49期事業年度の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、高松機械工業株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 
  

独立監査人の監査報告書
 

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員
業務執行社員  公認会計士  山   田  雄  一 ㊞ 

指定社員
業務執行社員  

公認会計士   坂   下  清   司  ㊞ 

※１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が

別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 北陸財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 高松機械工業株式会社 

【英訳名】 TAKAMATSU MACHINERY CO．，LTD． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 松 喜与志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 石川県白山市旭丘１丁目８番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

   



当社代表取締役社長髙松喜与志は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責任を有してお

り、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内

部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について(意見書)」に示されている内部統制の基本的枠組

みに準拠して財務報告に係る内部統制を整備し運用しております。  

 財務報告に係る内部統制は、財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報の信頼性を

確保するために、業務に組み込まれ、組織内のすべての者によって遂行されるプロセスであり、一般に公

正妥当と認められる企業会計の原則に従って連結財務諸表及び財務報告が適正に作成されることを合理的

に保証する方針及び手続が含まれます。  

 なお、内部統制には、判断の誤り、不注意、共謀によって有効に機能しなくなる場合、当初想定してい

なかった組織内外の環境の変化や非定型的な取引等には必ずしも対応しない場合、費用と便益の比較衡量

が求められることから整備及び運用が十分でなくなる場合等、内部統制が有効に機能しない固有の限界が

あることから、内部統制の目的を絶対的に保証するものではなく、合理的な範囲で達成しようとするもの

であります。 

  

当社代表取締役社長髙松喜与志は、当事業年度末日である平成22年３月31日を基準日として、一般に公

正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価を

実施いたしました。  

 評価に当たっては、意見書に示されている内部統制の評価の基準及び実施基準に準拠して、企業集団全

体に係る全社的な内部統制、並びに業務プロセスにおける内部統制における統制上の要点について、内部

統制の整備状況及び運用状況に係る評価手続を実施いたしました。   

 本評価に当たっては、財務報告に係る内部統制について、企業集団に含まれる当社及び当社の子会社並

びに関連会社を対象として、財務諸表の表示及び開示、企業活動を構成する事業又は業務、財務報告の基

礎となる取引又は事象、並びに主要な業務プロセス等について、財務報告全体に対する金額的及び質的影

響の重要性を検討し、財務報告に係る内部統制の評価に関する実施基準に示されている以下の手順及び方

法で、合理的な評価の範囲を決定いたしました。  

 まず、全社的な内部統制について、僅少な事業拠点を除くすべての事業拠点を対象に評価を実施いたし

ました。次に決算・財務報告に係る業務プロセスにおける内部統制について、全社的な観点で評価するこ

とが適切と考えられるものについては、全社的な内部統制に準じて、すべての事業拠点について評価いた

しました。続いて、その他の業務プロセスにおける内部統制については、全社的な内部統制の評価結果を

踏まえた上で、売上高を指標として、連結売上高の２/３に達するまでの事業拠点を重要な事業拠点とし

て選定し、選定した事業拠点において、当社の事業目的に大きく関わる勘定科目である「売上」、「売掛

金」及び「棚卸資産」に至る業務プロセスを評価の対象といたしました。さらに、選定した事業拠点に関

わらず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な業務プロセスを評価対象に追加いたしまし

た。 

  

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断

いたしました。 

１ 【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】

２ 【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】

３ 【評価結果に関する事項】



  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

４ 【付記事項】

５ 【特記事項】





 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 北陸財務局長 

【提出日】 平成22年６月25日 

【会社名】 高松機械工業株式会社    

【英訳名】 TAKAMATSU MACHINERY CO．，LTD． 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  髙 松 喜与志 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 石川県白山市旭丘１丁目８番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 

 



当社代表取締役社長髙松喜与志は、当社の第49期(自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日)の有

価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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